
 

遠鉄観光開発株式会社

貸借対照表

平成29年3月31日現在

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

円 円

【 流 動 資 産 】 【1,493,684,327】 【 流 動 負 債 】 【1,246,372,848】

現 金 及 び 預 金 81,948,690 買 掛 金 119,674,016

未 収 金 781,857,381 リ ー ス 債 務 181,440

預 け 金 510,000,000 未 払 金 934,539,616

商 品 原 材 料 67,761,837 未 払 費 用 94,707,306

貯 蔵 品 35,382,716 未 払 消 費 税 等 33,157,972

前 払 費 用 4,872,322 未 払 法 人 税 等 6,624,234

繰 延 税 金 資 産 9,531,650 預 り 金 22,412,233

そ の 他 2,408,731 前 受 金 34,846,357

貸 倒 引 当 金 △ 79,000 前 受 収 益 51,084

【 固 定 資 産 】 【375,372,355】 そ の 他 178,590

（ 有 形 固 定 資 産 ） (202,812,552) 【 固 定 負 債 】 【401,744,451】

建 物 150,806,422 退 職 給 付 引 当 金 370,202,451

建 物 附 属 設 備 18,101,897 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 23,800,000

構 築 物 2,549,837 預 り 保 証 金 7,742,000

車 両 運 搬 具 953,304 負 債 合 計 1,648,117,299

工 具 器 具 備 品 30,228,292 純 資 産 の 部

リ ー ス 資 産 172,800 【 株 主 資 本 】 【220,939,383】

（ 無 形 固 定 資 産 ） (23,228,071) 資 本 金 90,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 21,511,324 利 益 剰 余 金 130,939,383

電 話 加 入 権 896,697  その他 利益 剰余金 130,939,383

借 地 権 820,050    別 途 積 立 金 130,000,000

（投資その他の資産） (149,331,732)    繰越利益剰余金 939,383

投 資 有 価 証 券 10,527,500

出 資 金 429,000

長 期 前 払 費 用 1,022,044

繰 延 税 金 資 産 132,840,480

差 入 保 証 金 15,852,708

貸 倒 引 当 金 △ 11,340,000 純 資 産 合 計 220,939,383

資 産 合 計 1,869,056,682 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,869,056,682  
 
 
 



 

個別注記表 
 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

   ①その他有価証券  

・時価のないもの   移動平均法による原価法 

 ②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

・商品原材料     移動平均法 

・貯蔵品       移動平均法 

 (2)固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成 10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成

28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法） 

 ②無形固定資産 

     定額法 

  ③リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 (3)引当金の計上基準 

     貸倒引当金             債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

     退職給付引当金         従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見

込額に基づき、当期末に発生していると認められる額を計上してお

ります。 

     役員退職慰労引当金     役員の退職に伴う退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期

末要支給見込額を計上しております。 

(4)消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

(5) 会計方針の変更 

（平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第 32号 平成 28年６月 17日）を当事業年度に適用し、平成 28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して

おります。 

(6)追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号 平成 28年３

月 28日）を当事業年度から適用しております。 

2.当期純損益金額 

  50,854,273円 


